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1．背景 

日本は高齢者の就労意欲が高く、60歳以上で現

在仕事をしている人の約 3 割が「働けるうちはい

つまでも」働きたいと回答し、70歳くらいまでも

しくはそれ以上との回答と合計すれば、約 8割が

働く意欲を持っている（内閣府, 2025）。男性では、

60～64歳で 84.1％、65～69 歳で 63.4％、 70～74

歳で 44.5％が働いている（内閣府, 2026）。また、

高齢者の仕事満足度は他の年代に比べて相対的

に高い（リクルートワークス研究所, 2019）。これ

らのデータから、高齢者就労はかなり順調に進ん

でいるように見える。 

一方でシニアの働き方に目を向けると、60歳以

降は年齢が高くなるにつれて就業時間が短くな

り、賃金水準も低下する傾向にある（総務省統計

局, 2026；厚生労働省, 2026）。シニアが従事する

仕事は、60～65歳では事務や専門・技術の仕事が

多いものの、65歳以降は清掃・運搬、生産、サー

ビスなどの仕事に就く人が多くなる（藤本, 2025）。

この現状は、ホワイトカラーで退職した自分の知

識やスキルを活かせる仕事を求めるシニアが、65

歳以降の就労を希望しない理由の一つと考えら

れる。小塩（2018）の試算によると、60代後半の

男性就労者の 3割以上、女性の 2割以上が、就業

できる可能性があるのにしなくなる。 

シニアの能力活用に関して、政府は再雇用や雇

用延長だけでなく、地域における多様な就業・社

会参加の機会を提供するための施策を推進して

いる（厚生労働省, 2026）。企業におけるシニア就

労についても、多くの企業が手探りをしながら改

善の方向に進んでいるようだが、シニアのモチベ

ーションの維持・向上や、担当する仕事の確保な

どが課題として指摘されている（高齢・障害・求

職者雇用支援機構, 2023）。 

 

1.1サクセスフル・エイジング 

サクセスフル・エイジングという考え方では、

心身が健康であることに加えて、生産的であるこ

とと、人とのつながりを持つことがシニアの幸福

感を高める効果を持つと論じている（Rowe & Kahn, 

1997）。就労には、生産的である機会も、人とのつ

ながり機会もある。 

著者らは 2023 年に、定年退職後のシニアの幸

福感に、就労や社会活動がどのように影響してい

るかを検討した（今城他, 2023）。その結果、就労

や社会活動を通して人間関係が保たれ、何らかの

形で自分が社会や周囲の人の役に立つことがで

きているとの認識が、幸福感を高めたことを示し

た。一方で、就労が他者との関係性や自己有用感

を促進しない状況では、幸福感が低下する効果も

確認された。上述の調査データが示すように、就

労は常に幸福感を上げるわけではなく一定の条

件下で効果があると考えるべきだろう。 

 

1.2 就労のサクセスフル・エイジング 

シニア就労の課題の背景には、就労意欲のある

シニアが求める仕事と、組織や労働市場のシニア

就労者への期待の不一致があると考えられる。こ

れに関連して、Kooij ら（2020）は、就労のサクセ

スフル・エイジング（Successful aging at work）



という概念を提案している。この考え方では、個

人の観点から見た就労の成功は、個人と環境との

適合がうまく行った程度によって決まると考え

る。シニアの能力発揮は個人の能力と仕事の要求

の適合（ability-demand fit）によって、また仕

事への高い動機づけは個人のニーズと仕事から

得られる機会や報酬の適合（needs-supply fit）

によって高まると考えられる（Edwards, 1991）。 

適合の対象は、組織、仕事、職場などであり、環

境変化に合わせていずれかの fitを高めるように、

個人が主体的に行動することが、成功の前提とな

る。 

Fit を高めるための主体的行動は、例えば体力

や健康の問題で目標を断念する際に自分の考え

を変えたり、目標を変更したりするものも含む。

行動の結果、新たな環境に適合すればサクセスフ

ルであると考える。本研究で扱う定年も、好まし

くない変化と受け取る人もいれば、想定済みで次

のキャリアへと向かう人もいるだろう。そのいず

れも環境の変化であり、自分のニーズや能力に合

うように、個人がどう行動するかが重要である。 

本研究では、定年前に自分のキャリアを主体的

に考えていたかどうかによって、定年時の変化へ

の向き合い方が異なると考える。 

 

仮説 1；定年前に主体的なキャリア意識を持って

いた人ほど、定年前後の対人関係資源をうまく活

用して、自己有用感を高めることで、高い幸福感

を持つ 

 

1.3 定年とキャリアの継続性 

定年の前後での、シニアの就労環境は、仕事と

勤務先の 2つで変化の可能性がある。今城（2025）

は、現役時代からの「仕事の継続性」の観点から、

シニアの仕事満足度について検討を行った。仕事

の継続性とは、現在従事している仕事に、定年前

から従事していたか、定年後に従事したかによっ

て、前者は継続性が高い群、後者は継続性が低い

群として分析を行った。継続性高群は、継続性低

群と比べて仕事満足度は高かったが、そもそも仕

事に動機づいていない人は就労していない可能

性があり、その影響が考えられる。仕事満足度を

上げる要因として就労理由を検討したところ、継

続性が高い場合は、給与が高いことが有意にポジ

ティブな影響があったのに対して、継続性が低い

場合は給与や条件、やりがい等の影響は確認され

なかった。 

 上記の結果は、単に仕事の継続性は高い方が良

いという単純なものではないことを示唆する。例

えば、現役時代に活躍していた人は、同じ仕事を

続けることで、仕事のやりがいは変わらないか、

高まるかもしれない。一方で、現役時代の仕事に

そもそもやりがいを感じていなかった人は、仕事

を変える方が仕事への動機は高まるだろう。ちな

みに今城（2025）では、仕事の継続性のみを検討

対象としたが、継続性には仕事だけでなく組織の

変更の有無も関連する。本研究では、両方の変更

を対象として「キャリアの継続性」の影響を検討

することとする。 

 就労のサクセスフル・エイジングの考え方を用

いると、定年は個人と環境の不一致を経験する、

あるいは予測させる機会である場合と、逆に不一

致を解消する機会である場合がある。従ってキャ

リアの継続性が持つ意味は異なる可能性があり、

継続性の高低によって幸福感に違いが出るとは

いえない。 

 

仮説 2；シニア就労者の幸福感は、キャリアの継

続性の高低によって異ならない 

 

 1.4 対人関係の重要性 

就労のサクセスフル・エイジングにおいてあま

り強調されていないのが、対人ネットワークの重

要性である。定年退職後にブリッジジョブと呼ば

れる限定的な仕事に従事する人にとって、社会や

対人のつながりは、定年退職についてのポジティ

ブな態度と関係していた（Dendinger, et al, 

2005）。定年後の仕事のエンゲージメントに関す

る研究をレビューした Premji et al(2025)でも、

経験や貢献に対する評価や感謝の不足が定年後



の就労継続意欲を削ぐことを論じている。日本の

調査データからも、対人関係を持つことが、幸福

感を高めることが示されている（今城他, 2023）。 

そこで本研究では、変化への適応を目指すプロ

セスにおいて、対人ネットワークが適応資源とし

てどのような機能を果たすのかについて、探索的

に検討を行う。定年後に組織も仕事も変更を伴わ

ない場合、対人ネットワークには変化が少ないこ

とが予想されるため、定年前のネットワークがそ

のまま幸福感を高めると考える。他方で、組織も

仕事も変更を伴う場合は、定年前のネットワーク

は、少なくとも一部は失われる可能性があるため、

新たなネットワークが幸福感に及ぼす影響が大

きいと考える。なお、組織ではなく仕事を通じた

対人ネットワークも存在するため、両方の変化が

影響すると考える。 

 

仮説 3；組織と職種の変更を伴わないシニア就労

者にとっては定年前の対人ネットワークが、組織

も職種も変更を伴うシニア就労者にとっては定

年後の対人ネットワークが、幸福感を高めること

に寄与する 

 

2．方法 

調査会社のパネルを用いて、3 年以内に定年退

職を経験した人を対象にインターネット調査を

実施した。実施期間は 2025年 2月 3～5日である。 

調査対象 

2022 年 7 月～2024 年 6 月に従業員規模 300 名

以上の会社・団体を定年退職した（複数ある場合

は直近のもの）60～69歳の首都圏在住者で、定年

以降に収入の伴う仕事をした人を対象とした。定

年時の職業としては、雇用形態は正社員・契約社

員・公務員・教職員・非営利団体職員、役職は役

員を除く一般社員・管理職、職種は事務系ホワイ

トカラーである。就労理由に「働かないと生計が

成り立たないため」を選択した人は、経済的理由

のみが強く影響する可能性が高いため今回の調

査対象から外した。不適切回答を除去した後、有

効回答は 378 名である。性別は男性 94.7%、女性

5.3%、平均年齢は 62.7歳（標準偏差 2.4）である。 

 

使用変数 

使用変数は以下のとおりである（表 1）。 

「定年前の／定年後の対人ネットワーク」は定

年前と定年後（調査回答時の直近半年間）と共通

項目（オリジナル）で、職場の人、家族、友人と

の人間関係や地域活動への参加、新たな人間関係

を作る機会といった人間関係の充実度について 6

項目（7件法）を作成した。「定年前の仕事の特徴」

は、Hackman & Oldham（1976）の職務特性モデル

およびMorgeson & Humphrey（2006）のWork Design 

Questionnaire を参考に、自律性、重要性、問題

解決、専門性など仕事のやりがいに関する 7項目

（6 件法）を作成した。「定年前のキャリア意識」

は、今城ら（2013）を参考に、キャリアに対する

主体性、将来展望などに関する 5 項目（6 件法）

を作成した。 

「自己有用感」は自らが生産的であると感じて

いる程度として、伊藤・山﨑・相良(2021)の一部

より「自分の存在が周囲から認められていると感

じる」などの 7項目（6件法）を用いた。 

「協調的幸福感」は、アジアに特徴的といわれ

る協調的幸福感尺度（Hitokoto & Uchida, 2015）

より「まわりの人たちと同じくらい幸せだと思う」

などの 9項目（6件法）を用いた。 

「経済的な暮らし向き」は、内閣府（2025）よ

り「1: 家計が苦しく、非常に心配である」から「4：



家計にゆとりがあり、まったく心配なく暮らして

いる」の 1項目（4件法）を用いた。 

「未既婚」は「1：未婚」（8.7%）、「2：既婚（離

別・死別含む）」（91.3%）の 1項目を用いた。 

 

分析 

 キャリアの継続性については、再雇用の有無と

職種変化の有無で 2×2 のマトリクスで 4 群に分

け、群間の比較を行った。 

 定年前の状態から、定年後の変化を経て、幸福

感に影響を与えるプロセスモデルを、共分散構造

分析モデルで構築する。さらに、キャリアの継続

性が最も高い「再雇用・職種変化なし」と、継続

性が最も低い「非再雇用・職種変化あり」の 2群

で、多母集団同時分析を行った。 

 

3．結果と考察 

4 群の定年前後の職種の変化についてまとめた

（表 2）。再雇用で職種が変化した人は、管理的な

仕事に就いていた人が多く、定年後は専門的・技

術的な仕事や事務的な仕事に従事する傾向があ

る。専門的・技術的な仕事に従事していた人は、

そのまま同じ仕事を続ける傾向がある。 

非再雇用の場合、サービスの仕事に従事してい

た人は、同じ仕事に就く。管理的な仕事に従事し

ていた人のうち、一定数は管理的な仕事を継続す

る。職種に変化があった人たちの定年時の職種に

は特徴が見られないが、定年後はサービス、保安、

生産、輸送、清掃といった仕事に従事する人が、

他群と比べて相対的に多い。 

定年後の就業形態では、再雇用の人は 8割以上

がフルタイムの被雇用者であるのに対して、非再

雇用で職種変化ありの人は、パートタイム・臨時

の雇用者である割合が高い（48.4%）。勤務形態を

見ても、再雇用の人は 9割近くが週に 5日以上フ

ルタイムで働いているのに対して、非再雇用で職

種変化ありの人は、週に 5日以上フルタイム以外

の勤務形態（短日・短時間勤務等）すべてで、有

意に多い結果となった。 

これらの結果から、再雇用で働く人は、管理職

であった人は職種の変更となる人が多く、その他

のホワイトカラーは、従来の仕事を続けているこ

とがわかる。一方で非再雇用者のうち、職種が変

わった人は、勤務日数・労働時間を限定した勤務

形態を選んでいる人が相対的に多い。 

ちなみに、非再雇用者の入職経緯は、縁故、採

用広告・採用ページを利用した直接応募や、求職

サービスの紹介などであり、職種変化ありの人で

最も多かったのが、求職サービスの利用の 35.9%

であった。 



 

次に 4 群で幸福感に差があるかを見た（図 1）。

群間の差は有意で（F＝3.589, df=3, p=0.014）、

多重比較の結果は非再雇用・職種変化あり群の幸

福感は、非再雇用・職種変化なし群や、再雇用・

職種変化あり群よりも有意に高く、再雇用・職種

変化なし群とは違いがなかった。 

 キャリア継続の最も高い再雇用・職種変化なし

群と、キャリア継続の最も低い非再雇用・職種変

化あり群で幸福感には違いがなかったが、キャリ

ア継続が中程度の 2群の幸福感が低く、仮説 2は

支持されなかった。その他の変数についても、4群

間で平均値差を見たが、いずれも有意な違いはな

かった。 

 次に、定年前のキャリア意識、定年前・定年後

の対人ネットワーク、定年後の自己有用感が、定

年後の幸福感に及ぼす影響を、共分散構造分析を

用いて検討した。 

以下の想定に従って、モデルを作成した。まず、

キャリア意識が、定年前の対人ネットワークと定

年前の仕事の特徴の認知に影響を与えるとした。

キャリアの主体は自らにあると考えるキャリア

意識の高い人は、キャリア目標の達成に向けた行

動をとるが、それは対人関係の構築や、当時の仕

事をやりがいのあるものと認識することにつな

がる。定年前の対人ネットワークは定年後の対人

ネットワークにつながる。定年前の対人ネットワ

ークと定年前の仕事の特徴は、自分が周囲に貢献

できているとの感覚につながり、現在の自己有用

感を高める。定年後の対人ネットワークと定年後

の自己有用感は、定年後の幸福感を高める。また、

幸福感や対人ネットワークに影響を与える外的

な要因として、経済的暮らし向きと未既婚をモデ

ルに加えた。最終モデルを図 2に示す。 

 モデルの適合は十分な水準にあり 

（χ2=18.326,p=0.106 ;CFI=0.995,TLI=0.987, 

RMSEA=0.04）、いずれのパスも有意となった。 

仮説 1は支持された。 

 次に、「再雇用・職種変化なし」と「非再雇用・

職種変化あり」の 2群で、多母集団同時分析を行

った（図 3）。図 2からこちらのモデルを作成する

際に、未既婚はモデルからは外した。2 群に分け



た際に、「非再雇用・職種変化あり」に未婚が 2名

のみとなり、モデルが適合しなくなったためであ

る。図 3の最終モデルの適合は、十分であった 

（χ2=22.349,p=0.217;CFI=0.994,TLI=0.987, 

 RMSEA=0.03）。 

 群間でパスの値が有意に異なっていたのは、定

年前の対人ネットワークから定年後の対人ネッ

トワークのパスで、「非再雇用・職種変化あり」の

ほうが、「再雇用・職種変化なし」よりも、パスの

値は有意に低かった。また、「再雇用・職種変化な

し」では、定年前・定年後の対人ネットワークか

ら自己有用感へのパスはいずれも有意にならな

かった。「非再雇用・職種変化あり」では、定年前・

定年後の対人ネットワークから自己有用感への

パスはいずれも有意であった。両群とも、定年後

の対人ネットワークから幸福感へのパスと自己

有用感から幸福感のパスは、有意であった。 

 定年前の対人ネットワークから定年後の対人

ネットワークのパスは有意に異なっていたが、

「非再雇用・職種変化あり」も有意であり、両群

とも、定年後の対人ネットワークから幸福感への

パスは同等に有意であったことから、仮説 3を支

持する結果とはいえない。 

 結果を考察すると、「再雇用・職種変化なし」で

は、定年前の対人ネットワークはおそらく定年後

の対人ネットワークに引き継がれ、定年後の対人

ネットワークは幸福感に影響を与えた。「非再雇

用・職種変化あり」では、定年前の対人ネットワ

ークはある程度、定年後の対人ネットワークに置

き換わった可能性がある。 

仮説 1の定年前・定年後の対人ネットワークが

自己有用感を高める効果については、「非再雇用・

職種変化あり」でのみ確認された。この群では対

人関係の中に自分の貢献を認識していたと考え

られる。一方で「再雇用・職種変化なし」では、

同様の効果が見られなかったが、対人関係に変化

がない場合、仮に貢献していたとしても、その感

覚が得られにくくなっていたのかもしれない。 

キャリアの継続性の異なる 2群で、定年前にや

りがいのある仕事に従事していたとの認識が、定

年後の自己有用感を高めていた。定年前の仕事の

特徴は、キャリア意識からの影響を強く受けてい

たことから、定年前後でのキャリアの継続性に関

わらず、定年前のキャリア意識は、定年前の仕事

の特徴を媒介して、定年後の自己有用感を高める

効果が示された。 

加えて、「再雇用・職種変化なし」のみ、定年前

のキャリア意識の高さが、直接自己有用感を高め

ていた。これは定年前と仕事が変化していないた

めと考えられる。 

キャリア意識は、定年前・定年後の対人ネット

ワークを高めたが、これが仕事の特徴のように認



識によるものか、あるいはキャリア意識の高さが、

積極的な対人ネットワーク構築に実際に寄与し

たのかについては、本研究で結論付けることはで

きない。 

 

4．課題と今後の展望 

 研究では、定年前後のシニア就労者の心理的な

適応の様子を検討した。本研究では、定年の前後

の心理的変化に着目したこと、その検討にあたっ

て、キャリアの継続性の程度が異なる 2群を検討

し、特にキャリア意識と、対人ネットワークがど

のように機能しているのかについて一つのモデ

ルを提示した。これが学術的知見への貢献と考え

る。ただし、定年前の状況については定年後に懐

古的に回答を求めたこと、データが本人回答に限

定されていることが本研究の限界である。 

 上記の限界も踏まえて、キャリア意識が心理面

だけでなく、実際の定年後の適応にどのように役

立つのかについては、より詳細に検討を行う必要

がある。また、キャリア意識の影響はキャリアの

継続性によって異なるとの結果となったが、キャ

リアの継続性以外の要因、例えば専門性の程度な

どについても、検討することが必要である。 

同様に、対人ネットワークについても、キャリ

アの継続性が低かった群でのみ見られた自己有

用感への影響が、個人差など他の変数によって説

明される可能性についても検討が求められる。例

えば、プロアクティブな性格特性を持つ個人は、

キャリア意識が高く、組織の外でも対人ネットワ

ークを築いたことが、再雇用以外の選択肢の魅力

をあげたのかもしれない。あるいは、再雇用を選

択したくなかった人が、定年前から定年後に向け

た対人ネットワークを構築していたのかもしれ

ない。 

キャリア意識や対人ネットワークの測定には

群間の平均値差は見られなかったが、各変数の影

響プロセスには違いがある可能性が残されてい

ることから、引き続き検討を行っていきたい。 
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